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公共交通指向の偏りを考慮した手段選択モデル 

 

Mode choice model considering deviation of personal orientation to public transportation 
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＊地域計画学研究室（指導教員：奥村 誠  教授） 

 

公共交通への個人の指向の違いは，居住地選択に影響するため，指向の空間的な偏在が発生する

(ソーティング)．このような指向の偏在を考慮しないと，手段選択モデルは交通条件による効果を

正確に推定できなくなる．本研究では指向の偏りを明示的に組み込んだ手段選択モデルを提案した．

仮想的な数値実験と実データを用いた実証分析の結果，提案モデルは指向の偏在を検出するととも

に，精度が高くより正確な推定が可能であることを示した． 
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１． はじめに 

 

 交通機関整備事業を計画する場合，交通条件の変

化によって人々の交通行動がどの程度変化するかを

把握することは重要である．交通手段の選択には交

通条件の他に，交通手段に対する個人の指向が影響

すると考えられる．個人の指向はソーティングと呼

ばれる棲み分けにより居住地ごとに偏ることが指摘

されており1)，この指向の偏りを考慮しないモデルで

は正確な推定ができないという問題がある．例えば

自動車指向の個人が集まる地域がある場合，公共交

通の利便性向上が行われた場合の機関選択の変化は

一般的なモデルでは過大に予測される可能性があ

る．  

このような指向の偏りの問題は既存の研究でも指

摘され，解決方法が提案されている．しかし，それら

は，指向を表すSP調査データ2)，指向と無相関なデー

タ1)を追加的に調査するものであり，調査コストの増

加や回収率の低下が問題となる． 

そこで本研究では，指向の居住地ごとの偏りの発生

メカニズムを明示的に組み込んだモデルを用いて，

指向の偏りを除去する方法を提案する．これにより，

上述のような指向に関する追加的な調査を必要とせ

ず，調査が容易な1時点のRPデータのみで推定が可能

となる． 

２．指向偏在モデルの提案 

 

 まず二項プロビットモデルを考える．交通条件と

して所要時間𝑡のみを考える場合の効用関数と選択

確率は式(1)，(2)のように与えられる． 

𝑈𝑑𝑖𝑓 = −𝛼 ∗(𝑡𝑝𝑗
𝑤 − 𝑡𝑐𝑗

𝑤 ) + 𝛽 + 𝛿 (1) 

  𝑃𝑗(𝑝𝑢𝑏) = Pr(𝑈𝑑𝑖𝑓 > 0)  

    = Pr(𝛿 > 𝛼 ∗ (𝑡𝑝𝑗
𝑤 − 𝑡𝑐𝑗

𝑤 ) − 𝛽)  

                   = ∫ P(δ|j)]
∞

−𝑉𝑑𝑖𝑓

𝑑𝛿
 

(2) 

𝑉𝑑𝑖𝑓 = −𝛼 ∗(𝑡𝑝𝑗
𝑤 − 𝑡𝑐𝑗

𝑤 ) + 𝛽 (3) 

 式(1)は公共交通と車の効用関数の差を示しており，

正の時に公共交通を選択する．𝑖が個人，𝑗が居住地，

𝑤が勤務地を表しており，𝛼が交通条件パラメータ

ー，𝛽が定数項を表している．δは誤差項であり，個

人の交通手段に対する指向に対応している． 

 式(2)のP[δ|j]は居住地ごとの指向の確率密度関数

を表している．指向の偏りを考慮せず，式(4)のよう

に居住地に関係なく全体が同一の分布に従うものと

し，さらに標準正規分布を仮定することにより単純

なプロビットモデルを得る． 

P(δ|j)＝P(δ) (4) 

次に居住地jごとの指向の偏りを考慮する．この場

合式(4)の関係が成り立たず，ベイズの定理より 
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表-1  数値実験の結果 

 
真値 

(ア)単純 

プロビットモデル 

(イ)指向偏在 

モデル 

𝛼 0.050 0.0566 (0.000) 0.0499 (0.000) 

𝛾 3.000 ------ ------ 2.992 (0.147) 

対数

尤度 
------ -22918 -21415 

( )内は推定値の標準偏差 

 

式(5)が得られる． 

P(δ|j) =
𝑃(𝑗|δ)𝑃(δ)

𝑃(𝑗)  
(5) 

ここで𝑃(𝑗|δ)は指向δを持つ個人が居住地𝑗を選択

する確率である．居住地選択の際，公共交通への指

向が強い個人ほど地域の公共交通の利便性𝐿𝑗を強く

意識して選択し，その結果として指向の偏りが発生

する．このメカニズムを取り込んだロジットモデル

は式(6)のようになる． 

𝑃(𝑗|δ) =
exp (𝛾δ(𝐿𝑗 + 𝜀))

∑ exp (𝛾δ(𝐿𝑗 + 𝜀))𝑛
𝑗=1

 
(6) 

𝛾は指向𝛿の居住地選択への影響度合いを表し，𝜀が

定数項を表す．𝛾が0と有意に異なるかどうかを用い

て指向の偏りの程度を判定できる． 

各パラメーターは最尤推定法を用いて推定する． 

 

３． 数値実験 

 

3居住地，2目的地の仮想ネットワーク上で，𝛾 =

3.000として，式(1)～(3)，(5)，(6)に従い指向に偏

りのあるデータを発生させる．なお，本実験では定

数項𝛽，𝜀の真値を0と設定し，それらを所与として

(ア)単純プロビットモデルと考え𝛼のみを最尤推定

する場合と，(イ)指向偏在モデルと考え𝛼と𝛾を同時

に最尤推定する場合を比較する． 

結果を表-1に示す．(ア)による𝛼の推定値は真値よ

りも過大推定されている．つまりソーティングの発

生下では，指向の偏りを考慮しない一般的なモデル

は交通条件の効果を過大に評価してしまう．他方

(イ)による推定値はいずれも真値に近い．γが有意に

0でないことから，指向の偏在が存在することを確認

でき，さらに𝛼の過大推定を回避できていることが確

認できた． 

 

 

 

表—2 東北大学職員通勤手段モデルの推定結果 

 (ア)単純プロビット

モデル 

(イ)指向偏在 

モデル 

𝛼 0.0204 (0.0012) 0.0144 (0.0018) 

𝛽 -0.0871 (0.0198) -0.2134 (0.0951) 

𝛾 ----- ----- 1.24 (0.16) 

ε ----- ----- 0.27 (1.00) 

対数

尤度 
-4151.73 -4130.74 

( )内は推定値の標準偏差 

 

４． 東北大学職員データへの適用  

 

 次に東北大学職員の通勤手段データに適用する． 

仙台市の大ゾーン31地域に居住し，仙台市内の5つ 

のキャンパスを勤務地とする職員について，各居住

地と勤務地間の交通所要時間のパラメーター推定を

行う．この時，居住地ごとの公共交通の利便性は各

居住地の全住民全目的の公共交通分担率を利用し

た． 

推定結果を表-2 に示す．(イ)による推定値と標準

偏差からγが有意であり，指向の偏在が存在すること

が確認できる．指向偏在モデルはより高い精度を得

ており，さらに𝛼の推定値も有意に小さくなっている． 

 

５．おわりに 

 

 本研究ではソーティングによる指向の偏りを考慮

した交通手段選択モデルを提案し，数値実験と実デ

ータによる実証により，その実用性を検証した．ソ

ーティングの発生の有無を調べて一般的な手段選択

モデルがもたらす過大推定を回避できることを示し

た． 

今後，各地域の公共交通の利便性の指標𝐿𝑗の適切

な選定が本研究の課題である． 
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